
平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－１    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 教育施設等管理委託業務 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 

行財政改革の一つとして、経費削減を目的に教育委員会所管施設（町内小中学
校・町民センター・中央公民館・図書館・テニスコート）の管理業務を民間へ委
託している。 
 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 1 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ２４，６４１千円 ２３，９５５千円 ２３，９５５千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

２４，６４１千円 ２３，９５５千円 ２３，９５５千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 児童・生徒、地域住民 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

実施 1 年目でもあり現時点
では特に無し 

各施設の適切な維持管理 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

児童・生徒、町民の利用しや
すい町有施設の適切な維持
管理 

① 委託施設数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 １１施設

実 績 値 １１施設

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

学校環境整備による児童・生
徒の学校生活の充実と地域
住民の文化・スポーツの振興
等が図られる 

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①施設管理の民間委
託 

長期継続契約による施設管理委託を行い、町費支出の抑制を図るとともに、教育
委員会所管施設の適切な維持管理が図られた。 

②  

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

各学校用務員の配置は児童・生徒、学校教員にとって住みよ
い学校生活、適正な学校運営をおこなう上で必要不可欠であ
り、その他施設についても町民の文化・スポーツの振興上必
要不可欠である。また、民間委託により経費節減が図られて
いる。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 委託全施設の適切な維持管理がおこなわれ、学校環境整備に

よる児童・生徒の学校生活の充実と地域住民の文化・スポー
ツの振興等が図られた。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 直営で施設管理をしていたころよりも管理内容をほぼ同じ

くして町費支出の抑制が図られ、さらに、臨時職員の雇用に

係る職員の事務作業の軽減にもつながった。 
■事業費抑制 

□人員抑制 

■時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
民間委託により町費支出の抑制も図られてお
り、現時点では大きな問題も無く業務は進めら
れていることから、計画どおり事業を進めるこ
とが適当と判断できる 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
民間委託により町費支出の抑制も図られてお
り、適切な施設の維持管理もされているととも
に、町民の施設利用にも支障なく業務はおこな
われている。3 年間の長期継続契約の１年目で
もあり、現状維持により継続が適当である。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－２    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 語学指導等を行う外国人青年招致事業 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
児童・生徒の国際理解力の向上並びに英語教育の内容充実に向け、外国語指導助
手（ＡＬＴ）1名を招致している。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 1 小中学校の教育内容の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等 語学指導等を行う外国青年就業規則 

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ５，５０１千円 ５，３８２千円 ５，９３６千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

５，４７０千円 ５，３５９千円 ５，９１３千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 児童・生徒 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

招致する外国人青年については町

が選択することができないため、Ａ

ＬＴとしての資質の見極めが難し

い。また、基本的には単年度契約な

ので長期的な展開が難しい。 

外国人青年の招致人数 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

外国人青年を招致することにより、

外国語教育の充実を図る。 

① 招致人数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 １名

実 績 値 １名

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

児童・生徒が外国語を身近に感じる

ことによって国際感覚に富んだ人

材を育成する。 

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①ＪＥＴプログラムによ

る外国語指導助手（ＡＬ

Ｔ）の配置 

道北海道知事政策部知事室国際課、（財）自治体国際化協会との連携により外国
語指導助手を 1名招致した。 

②小中学校・高等学
校における英語授業
の実施 

年度当初に各学校への配置スケジュールを組み、中学校・高等学校での英語授業
（ＴＴ）や小学校での総合的な学習の中での英語授業を実施した。 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

外国人青年を招致し英語授業を充実することによって、子ど
もたちの英語や外国に対する関心も高まっている。また、今
後小学校高学年における英語教育の必修化も予定されてお
り、今後はさらに必要性が増す事業と考えている。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

概ね有効 
設定した目標値 
の達成状況 

昨年 8月に前ＡＬＴが契約期間満了に伴い帰国し、新たなＡ
ＬＴを招致することができた。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 ＪＥＴプログラム就業規則に添った中での招致に必要な経

費と最低限生活に必要な経費を計上しており、またＪＥＴプ

ログラムによる招致については地方交付税措置（市町村負担

経費の７～８割程度）も講じられている。 

■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
児童生徒が外国語に触れる機会を設けること
によって国際感覚に富んだ人材を育成するた
めに必要な事業である。 
配置されるＡＬＴの日本語能力などによって
は、学校との意思疎通が充分に図られないこと
もあるため、定期的な意見交換の場を設けるな
どの工夫をおこなうことによって、さらなる外
国語教育の充実が図られる。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
外国人青年を招致し英語授業を充実すること
によって、子どもたちの英語や外国に対する関
心も高まってきている。また、今後小学校高学
年における英語教育の必修化も予定されてお
り、今後はさらに必要性が増す事業と考えてお
り、継続・現状維持が適当であると考える。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－３    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 教職員住宅風呂ガス釜取替工事 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
教職員住宅の風呂ガス釜については、経年から火災等の危険性があるため、平成
16 年度から計画的に更新をおこなっている。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ２，３６９千円 １，７５９千円 ２，３９９千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

２，３６９千円 １，７５９千円 ２，３９９千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 教職員・教職員住宅 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

特に無し 
教職員住宅の適切な維持管理 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

風呂釜を更新し、安全な生活
環境を整える。 

① 更新戸数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 ８戸

実 績 値 ８戸

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

町立学校に勤務する教員が
安心して生活するための環
境整備が図られた 

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①風呂ガス釜の更新 平成１６年度から平成２０年度にかけて、設置年度の古い順から計画的に更新を
おこなっている。平成１９年度は指名競争入札により業者を決定し、予定通り８
戸の更新をおこなった。 

②  

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

教職員住宅等を設置する町においては、老朽化した設備を更
新することによって火災事故等を未然に防止し、入居者の安
全を確保する必要がある。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

教職員が安心して生活できる環境の整備が図られた。 ■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 指名競争入札により業者を決定した。 

■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
万が一、火災事故等が発生した場合を想定する
と、更新は不可欠なものであり、計画どおり事
業を進めることが適当である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
教職員が安心して生活できる環境の整備が図
られるとともに、指名競争入札により業者を決
定するなど、事業コストの縮減も図っており、
現状維持による継続が適当である。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－４    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 各学校施設改修事業 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
町立学校施設や教職員住宅については経年により、各種修理改修工事が必要とな
ることから、比較的小規模な工事について本事業により実施している。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ２，９０２千円 ２，８７１千円 ２，８５０千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

２，９０２千円 ２，８７１千円 ２，８５０千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                    

【誰、何が（対象）】 児童・生徒・教職員 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

年数が経つにつれ、修繕の必要箇所

が増えてくる。施設を管理していく

上では突発的に大規模工事が必要

となることも懸念される。 

各学校施設の適切な維持管理 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

児童・生徒、教職員が学校生
活を送りやすい環境、さらに
は保護者が安心できる教育
環境をつくる。 

① 町立学校数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 ７校

実 績 値 ７校

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

適切な維持管理、改修工事を
おこない、安全で安心な学校
づくりをおこなう。 

②  目標年度 
目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①学校の状況把握 学校の要望を聞き取り、教育委員と教委職員による学校訪問を実施し、改修工事
の必要箇所の把握。 

②学校施設改修工事 指名競争入札により業者を決定し、学校からの要望を踏まえた各種工事を実施。

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

児童・生徒が義務教育を受けるための学校施設を町が維持管
理していくことは必要不可欠である。特に児童生徒の安全面
を最重要視し、的確に必要工事をおこなっていく必要があ
る。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

当該事業を実施することにより、教育環境の整備が図られて
いる。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 建設水道課と協議し工事手法ごとの概算見積りを算出し、比

較検討をおこなうなど低コスト化を図った。 

指名競争入札により業者を決定した。 

 

■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
児童・生徒が義務教育を受けるための環境づく
り、保護者が安心して子どもを学校に通学させ
られる環境づくりをおこなう本事業は計画ど
おりに進めていくことが必要である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
児童・生徒の安全面を最重要視し、的確な改修
工事の必要性を把握し、児童・生徒が義務教育
を受けるための環境づくり、保護者が安心して
子どもを学校に通学させられる環境づくりは
必要であり、現状維持が適当である。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－５    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 幌内小学校グランドフェンス改修工事 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
幌内小学校のグランドと国道の境にあるフェンスが経年と風雪害等から損壊し、
児童の安全面を考慮し改修工事を実施した 

事業の位置付け 

第５期総合計画 □登載事業     ■非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 －千円 １，５２８千円 －千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

－千円 １，５２８千円 －千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 児童 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

年数が経つにつれ、修繕の必要箇所

が増えてくる。施設を管理していく

上では突発的に大規模工事も必要

となることも予想される。 

学校施設の適切な維持管理 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

児童が学校生活を送りやす
い環境、さらには保護者が安
心できる教育環境をつくる。

① 改修箇所数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 １箇所

実 績 値 １箇所

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

適切な維持管理、改修工事を
おこない、安全で安心な学校
づくりをおこなう。 

②  目標年度 
目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①学校の状況把握 学校の要望を聞き取り、教育委員と教委職員による学校訪問を実施し、改修工事
の必要箇所の現状を把握。 

②学校施設改修工事 指名競争入札により業者を決定し工事を実施。 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

児童・生徒が義務教育を受けるための学校施設を町が維持管
理していくことは必要不可欠である。本事業は児童の安全面
を考慮した上では必要な事業である。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

改修工事の実施により、学校生活における児童の事故防止等
安全面が向上した。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 既設の部材（門扉）を再利用するなど低コスト化を図った。

指名競争入札により業者を決定した。 

 
■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
児童・生徒が義務教育を受けるための環境づく
り、保護者が安心して子どもを学校に通学させ
られる環境づくりをおこなう本事業は必要で
ある。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

終  了   
   

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－６    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 共栄小学校コピー機更新 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 校務推進上必要な管理備品の老朽化から、備品（コピー機）の更新をおこなった。

事業の位置付け 

第５期総合計画 □登載事業     ■非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 －千円 ６１８千円 －千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

－千円 ６１８千円 －千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 効率的な校務運営 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

町立学校の管理備品については

耐用年数を超過しているものも

あり、随時更新が必要である。

学校管理備品（コピー機）の更新 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

管理備品の更新・整備によ
り、校務が効率的かつ効果的
に推進できる環境を整備す
る。 

① 更新台数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 １台

実 績 値 １台

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

校務が円滑におこなわれる。

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①学校の状況把握 学校の要望を聞き取り、教育委員と教委職員による学校訪問を実施し、現状を把
握。 

②コピー機の更新 複数業者による見積合わせによりコピー機を更新した。 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

学校管理備品の整備・更新は校務推進上、必要不可欠である。

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

校務の円滑な推進に役立っている。 ■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 多種多様な機種の中から、各校の利用頻度と事務効率の向上

性を勘案し適切な機種選定をおこなうとともに、複数業者に

よる見積合せにより、低コスト化を図った。また１枚当たり

の利用単価についても従来と比較し安価なものとした。 

■事業費抑制 

□人員抑制 

■時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
校務の運営に欠かすことのできない備品の更
新であり、必要な事業である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

終  了   
   

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－７    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 山村留学推進連絡協議会運営事業 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
へき地校の存続と教職員確保による教育内容の充実・発展・向上を目指すことを
目的に、町内２校の山村留学制度実施校に対して雄武町山村留学推進協議会を通
じた地域協議会への運営助成をおこなった。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ８００千円 ７００千円 ７００千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

８００千円 ７００千円 ７００千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 児童・地域住民 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

山村留学に対する問い合わせは

あるが、住宅面や就職面での条

件が合わず、実施には至らない

ケースが多い。 

へき地校の存続 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

地域協議会が活発なＰＲ活動を

行うことによって山村留学生を

誘致し、へき地校の存続と教職

員数を確保する。 

① 山村留学実施校の
存続 

 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 ２校

実 績 値 ２校

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

へき地校の存続と教職員数
を確保することによって教
育内容や教育環境の充実と
地域衰退を防ぐ。 

②  目標年度 
目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

① 雄武町山村留学
推進連絡協議会
の運営 

産業関係団体と地域協議会からなる協議会を運営し、制度実施上の課題等につい
て協議するとともに、山村留学生の受け入れ段階における各種協力体制の確立を
図った。 

② 山村留学を実施し

ている地域協議会

への運営助成 

制度実施校に対してＰＲ経費や受け入れに必要な経費について運営助成金とし
て交付した。 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

過疎化や地域の衰退を防ぐことは、町全体の課題でもあり、
そのためには有効な事業の１つと考えられる。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

共栄小学校に２名（１世帯）の山村留学生を誘致することが
できた。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 運営助成費の削減をおこなった。 

地域協議会におけるＰＲ活動の成果から、山村留学生を誘致

し、学校の維持存続につなげることができた。 

他府県や都市部からの児童を迎え入れることによって、へき

地の子供たちにとっては、成長過程におけるさまざまな効果

も期待できる。本事業は継続的な取組があって効果が得られ

るものと考えます。 

■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

■その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
本事業の目的を達成するためには継続的な取
組が必要であることから、計画どおり事業を進
めることが必要である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
過疎化や地域衰退を防ぐことは、町全体の課題
でもあり、本事業はそのための有効な事業の１
つと考えられる。目的がへき地校の存続でもあ
ることから現状による継続的な取組が適当で
ある。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 



 

平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－８    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 言語治療通学費事業 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
ことばの発達障害を持つ児童の早期治療に向けた通級費用の一部助成による保
護者負担の軽減と地区唯一の西紋地区言語治療学級（ことばの教室）の運営・設
備維持費の一部負担をおこなった。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 1 小中学校の教育内容の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 １４９千円 ２３９千円 ３３１千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

１４９千円 ２３９千円 ３３１千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 児童・保護者 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

西紋管内唯一の言語治療学
級であり、将来的にも存続さ
せていかなければならない。

ことばの発達障害児数（通級児童数） 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

ことばの発達障害を持つ児
童の解消と言語治療学級の
運営維持。 

① 障害児（通級児童）数 

／Ｈ１９年度通級によって

障害が解消され、Ｈ２０年度

は通級の必要がない児童数 

目標年度 １９年度

目 標 値 ４名

実 績 値 ２名

達 成 度 ５０％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

障害を解消し、正しい発音、表現力、

理解力を高め、教育内容の充実につ

なげる。また、言語治療学級を維持

し、保護者の負担軽減を図る。 

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①西紋地区言語治療
学級の運営費負担 

西紋市町村により運営費を負担。 

②ことばの発達障害を有

する児童の通級に要する

交通費の一部助成 

西紋地区言語治療学級からの証明にもとづき、児童の通級に係る交通費の一部を
負担。（通級した月数×バス料金１回分（往復）を支給）※児童分のみ 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

保護者負担の軽減と個々の児童の学校生活を考慮した場合、
通級費の一部助成は適切なものと考える。また、保護者の負
担を軽減する意味から西紋地域での学級運営は必要である
ことから運営費負担も必要と考える。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

概ね有効 
設定した目標値 
の達成状況 言語治療学級を維持し、保護者の負担軽減を図ることができ

た。 
児童個々に障害の度合いも違うことから、継続して通級が必
要な児童もある。 

□達成 

□ほぼ達成 

■下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 通級費の一部助成にあっては、近隣町村と乖離の無い程度に

縮減済み。 ■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
ことばの発達障害をもつ児童の保護者の負担
軽減と児童の学校生活の充実、教育内容の充実
に向け、計画どおり事業を進めることが適当と
判断する。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
運営費の一部負担については人口や障害児童
数、基準財政需要額から割り出されており、ま
た通級費の一部助成についてもすでに縮減を
図っており、現状維持により継続することが適
当である。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－９    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 遠距離通学児童負担金 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 主事 

作成者 
職名 主事 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
スクールバスによる登下校が困難な児童に対する通学手段の確保のため、学校ま
での一定の距離以上の地域に居住する児童の送迎をおこなう保護者に対して支
援をおこなった。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 1 小中学校の教育内容の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等 雄武町遠距離通学児童生徒通学費補助規程 

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 １８千円 ８千円 ２３千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

１８千円 ８千円 ２３千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 児童・生徒 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

学校からの申請距離の精査 
遠距離世帯児童に対する均等な義務教育機会の確保

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

本事業を実施することによ
って児童・生徒の均等な教育
機会を確保する。 

① 援助すべき児童数 
 

 

目標年度 １９年度
目 標 値 ２名

実 績 値 ２名

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

児童生徒の通学・学習意欲の
向上が図られ、よりよい人間
形成と学校運営の円滑な推
進にもつながる。 

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

① 児童送迎をおこ
なう保護者への
交通費支援 

学校を通じて遠距離通学児童を調査の上、スクールバスでの登下校が困難な世帯
に対して送迎に要する費用の一部を支給。 

②  

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

スクールバスによる送迎が望ましいとは思うが、小学校と中
学校の下校時間の違いから難しく、一定の区域からの保護者
送迎は均等な教育機会の確保を図る上では必要と考える。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

通学・学習意欲の減退も無く、学校運営の円滑な推進につな
がった。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 登下校の内、登校はスクールバスを利用させるなど、可能な

限り保護者の負担軽減と経費の節減に努めている。 ■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
通学や学習意欲の向上にも有効な事業であり、
支給額も一定の予算範囲内での支給としてお
り、計画どおり進めることが適当である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
児童・生徒の通学や学習意欲の向上、教育機会
の均等な確保のため、保護者の負担を軽減する
本事業は必要である。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－１０    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 雄武町学校教育振興推進協議会補助金 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 

雄武町のすべての児童生徒の望ましい人格形成を目指し、町内の全教育機関が連
携を図り、効率的かつ効果的な活動の展開によって雄武町の教育目標達成に向け
て学校教育の振興と教職員の資質向上を図ることを目的に設置する協議会に対
して運営費を助成している。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 １，２００千円 １，２００千円 １，２００千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

１，２００千円 １，２００千円 １，２００千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 児童・生徒・教職員 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

児童生徒数の減少を背景と
した、教職員の減少からなる
学校経営・運営の偏重。 

協議会の安定した運営 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

町内の全教育機関が連携し専門部

会ごとの課題検討や協議によって

教職員の資質向上と時代の変化に

対応した偏重の無い学校経営・運営

をおこなう。 

① 運営団体数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 １団体

実 績 値 １団体

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

雄武町教育目標の達成に向けて町

内の全教員が同じ認識のもとに学

校経営・運営をおこない、また教職

員の資質向上によって児童生徒が

時代の変化に対応した、より良い教

育を受けることができる。 

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①協議会への運営補
助 

協議会の安定した運営に向け、運営費を補助した。 

②  

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

大きく変化している教育情勢に対応するため、町内の全教育
機関が連携し専門部会ごとに課題検討や協議をおこない、教
職員の資質向上、時代の変化に対応した偏重の無い学校経
営・運営をおこなうためには本協議会への運営補助は必要で
ある。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 安定した協議会運営がなされ、各種専門部会での積極的な課

題検討がおこなわれるとともに、教職員の資質向上に向けた
研修もおこなわれ、各学校間の連携も図られている。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 分散していた各種部会を本協議会一つにまとめ、運営補助を

一本化し効率的かつ効果的な運営を促し、補助金の削減も講

じるなど対策を講じてきている。 
■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ Ｂ  
時代の変化に対応した偏重の無い学校経営・運
営をおこなうため、計画どおり事業を進めるこ
とが適当である。 

協議会の在り方について

見直しが必要。 

 

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持 継続／現状維持  
変化する教育情勢に対応し、適切な学校経営・
運営を行っていく上では、教職員間での課題の
投げかけ、合同での検討協議をおこなうことが
必要であり、これが時代を的確にとらえた教職
員の育成にもつながり、また個々の教職員の資
質や指導力の向上が子供たちの受ける教育内
容の充実にもつながることから、現状維持が適
当である。 

指標・目標は、違う視点
（研修成果等）で今後設
定すること。 

 

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－１１    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 要保護・準要保護児童生徒就学援助費 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
低所得者層の世帯に対して、児童生徒の教育の機会均等を図り、一定水準の義務
教育を保障するため、就学援助費を支給した。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 1 小中学校の教育内容の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等 学校教育法・雄武町就学援助実施要綱 

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 １，４６９千円 １，９１８千円 ２，０７３千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

１，４６０千円 １，８７３千円 ２，０４３千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 児童・生徒、保護者 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

準要保護申請にあっては校長や民

生委員の意見を徴し認定の判断基

準の一つとしているが、内縁関係等

の生計の実態把握ができない。 

経済的理由による就学困難児童・生徒数 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

低所得者層世帯の児童生徒
が、他児童生徒と同様の義務
教育を受ける。 

① 就学困難児童・生
徒数 

 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 ０名

実 績 値 ０名

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

一定水準の義務教育が保障され、児

童生徒の健全な育成につなげる。さ

らに「いじめ」「不登校」の未然防

止にもつなげる。 

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

① 援助を必要とす
る世帯の把握 

学校が援助の必要な世帯状況を把握し、当該世帯の保護者に対して制度の周知、
申請を取りまとめ、教委へ提出。所得や学校長、町民生委員の意見なども参考に
審査し、教育委員会議に諮った結果、認定・不認定を決定。 

② 就学援助費の支 
  給 

援助の必要な世帯の保護者に対して実施要綱に基づき就学援助費を支給。 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
■義務的なもの 

 □全部 ■一部 

学校教育法において市町村は就学困難と認められる児童生
徒の保護者に援助することとされており、町が担うべき事業
である。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

本事業の実施により経済的理由による就学困難児童・生徒の
発生を防ぐことができた。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 すでに認定所得基準額の引き上げをおこなっている。 

支給額については国の支給基準額並びに実費支給（領収書添

付）により支給しており、今以上の事業費抑制は難しい。 
■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
一定水準の義務教育が保障され、児童生徒の健
全な育成につなげるとともに、「いじめ」「不登
校」の未然防止にもつなげるために、計画どお
り事業を進めることが適当。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
法律上おこなわなければならない援助であり、
児童生徒における義務教育機会の均等を図る
ことによって一定水準の義務教育が保障し、児
童生徒の健全な育成を図るため、現状維持によ
る継続が適当である。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－１２    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 雄武小学校トランス入替工事 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
学校に設置されているトランスが、経年からいつ故障してもおかしくない状況に
あることが点検により指摘されていたことから、入替をおこなった。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 □登載事業     ■非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 －千円 ２２１千円 －千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

－千円 ２２１千円 －千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 学校施設 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

トランスの一般的な耐用年数は２

０～３０年といわれるが、経過後も

機能するトランスも見受けられる

ことから更新時期の判断が難しい。

トランスの更新台数 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

児童生徒が安心して学校生
活を送ることができる環境
を整備する。 

① 更新台数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 １台

実 績 値 １台

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

校務の円滑な推進が図られ
る。 

②  目標年度 
目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①トランスの製造年
数の把握 

電気保安協会による定期点検結果を踏まえ、各小中学校に設置されているトラン
スの製造年数を調査。 

②トランスの更新 耐用年数を１０年以上超えている（製造から４０年以上）トランスについて更新
をおこなった。 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

停電事故等が発生した場合、校務運営への支障が多大であ
り、事業実施は必要である。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

円滑に校務を推進できる環境が整備された。 ■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 複数業者による見積合せを実施した。 

 ■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
万が一の停電事故等を想定した場合、校務への
多大な支障が予想されることから、計画どおり
事業を進めることが必要である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

終  了   
   

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
製造から４０年経過を目安として、各学校のトランスも計画的に更新していく予定である。 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－１３    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 小学校教師用指導書購入事業 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
教員の指導力向上による教育内容の充実を目的として教員が使用する指導書に
ついて購入し学校へ支給した。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 1 小中学校の教育内容の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ３８８千円 ４１９千円 １３５千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

３８８千円 ４１９千円 １３５千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 児童、教職員 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

指導書は学校の備品的な扱いとし

後任の担任に引き継ぐよう指導し

ているが、使用頻度等によっては破

損等もあり随時購入が必要となる。

指導書を備える小学校数 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

担任（教科担任）等が使用す
る指導書の購入及び支給。 

① 町立小学校数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 ６校

実 績 値 ６校

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

教員の指導力向上による教
育内容の充実。 

②  目標年度 
目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①購入希望調査の実
施 

予算策定段階において購入希望をとり、不足の状況や既存指導書の状況を確認の
上、必要部数をとりまとめた。 

②指導書の購入・支 
 給 

教科書取扱店を通じて購入し、各学校へ支給した。 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

各学校の教職員が児童に対してわかりやすい授業を展開し
ていく上で必要である。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 各学校においては指導書が不足することも無く、授業内容の

充実が図られるとともに、教職員の指導力向上にも役立って
いる。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 必要最小限冊数の購入に努めており、また備品的な扱いであ

るため、丁重に利用するよう指導にも努めている。 ■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
教員の指導力の向上、さらにはわかりやすい授
業を展開することによって、子どもたちの学習
意欲も向上することから、本事業は計画どおり
進めることが適当である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
教員の指導力の向上、子どもたちにわかりやす
い授業を展開するためには継続は必要である。
指導書の購入にあたっては例年希望を取りま
とめて購入しているところであるが、教科書改
訂時には多くの購入が必要となるが、第５期総
合計画（前期）を基本に事務を進めていきたい。

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－１４    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 教職員教育振興事業負担金 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
都市部と比較して研修機会の少ない町内の学校に勤務する教職員に研修機会を
与えるとともに、校内研修や公開研究事業を促進し教職員の資質向上を図ること
を目的に、先進地視察や校内研修、公開研究に係る費用の一部助成をおこなった。

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ４２３千円 ３３１千円 ５３８千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

４２３千円 ３３１千円 ５３８千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 教職員 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

先進地視察については対象教員に

条件を設けていることから、４月の

人事異動によっては対象者のいな

い学校等も発生する。 

各学校における教育内容の充実 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

教職員が本事業を活用し、積
極的に視察や研修をおこな
う。 

① 本事業の活用校数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 ７校

実 績 値 ７校

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

変化する教育情勢に対応した知識

の習得など、教職員としての資質の

向上を図ることによって、円滑な学

校運営が推進され、さらには教育内

容の充実にもつながる。 

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

① 先進地視察希望
者の取りまとめ 

各学校を通じて教職員の先進地視察希望者のとりまとめ。 

② 校内研修計画書
等の徴収 

各学校より実施する校内研修、公開研究会に係る計画書を提出願い内容を確認。

③ 報告書の提出と
助成金の支給 

先進地視察、校内研修、公開研究会終了後に学校を通じて報告書を提出願い、助
成金を交付 

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

へき地に勤務する教職員は都市部と比較し、研修機会が少な
いため、研修機会を与え、新たな知識の習得など教職員とし
ての資質の向上を図ることによって、円滑な学校運営さらに
は教育内容の充実にもつながることから本事業は必要であ
る。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

先進地視察や校内研修、公開研究会がおこなうことによって
教職員の資質向上が図られた。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 すでに助成金の引き下げをおこなっており、また、道外視察

研修に係る助成を休止している。 ■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ Ａ  
へき地に勤務する教職員は都市部と比較し、研
修機会が少ないため、研修機会を与えることは
必要である。教職員としての資質の向上を図る
ことによって、円滑な学校運営さらには教育内
容の充実にもつながる事業であり、計画どおり
進めることが適当である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持 継続／現状維持  
へき地に勤務する不利性を解消し、本事業によ
って研修機会を与えることにより、教職員とし
ての資質の向上が図られ、円滑な学校運営さら
には教育内容の充実にもつながるものであり、
現状維持が適当である。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 



 

平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－１５    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 豊かな体験活動推進事業 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
調査研究校に指定された幌内小学校がおこなう、子ども達が豊かな人間性や社会
性を育むための実践活動に対して経費を負担する。（文部科学省所管事業） 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 1 小中学校の教育内容の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等 豊かな体験活動推進事業実施要綱 

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 －千円 ５６３千円 １，０４４千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

－千円 ０千円 ０千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 児童 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

特に無し 
調査研究校としての事業の円滑な実施 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

本事業の円滑な実施 

① 実施校数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 １校

実 績 値 １校

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

本事業に取り組むことによ
って子ども達が自ら行動し
自ら学ぶ力を養う。 

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

① 事業実施校の募
集・調査研究校
としての指定 

教育局からの通知にもとづき事業実施校を募集し、幌内小学校が調査研究校とし
ての指定受けた。 

② 道との委託契約
に基づく事業の実施 

道と町が事業実施に係る委託契約を締結し、幌内小学校が事業計画に基づき事業
を実施。事業に要する経費については学校からの請求に事業負担金として支出。

③ 事業報告 事業報告書を提出。審査の上、道より町へ委託金が支払われる。 

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

国・道の事業を活用とした町内校の積極的な取組である。 
国から調査研究校として指定を受けて実施しているもので
ある。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 円滑な事業の実施がおこなわれ、子どもたちの「自ら学び」

「自ら考える」力が養われている。 
また、事業が円滑におこなわれたことにより、調査研究校と
しての役割を果たしている。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 経費の全額が道の委託金でまかなわれている。 

■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ Ａ  
事業期間が２年間であり、調査研究校として指
定をうけている。国・道の実施要綱に基づく適
切な実施によって計画どおり事業を進めるこ
とが適当である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／拡大 継続／拡大  
事業期間が２年間であり、調査研究校として指
定をうけていることから、休廃止は不可能。 
平成２０年度は本事業に新たなメニューが加
わり、豊丘小学校が調査研究校として指定を受
け実施を予定。（単年度事業） 

指標・目標の視点は、事
業効果や成果指標で今後
設定すること。 

 

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－１６    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 雄武中学校校舎棟電気暖房機更新工事 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
雄武中学校の暖房機が老朽化から機能していなかったことから、計画的に複数年
によって更新工事をおこなった。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 □登載事業     ■非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ７，６５９千円 ７，５３７千円 －千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

７，６５９千円 ７，５３７千円 －千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 生徒 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

年数が経つにつれ、修繕の必要箇所

が増えてくる。施設を管理していく

上では突発的に大規模工事も必要

となることも予想される。 

更新工事実施校数 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

生徒の健康に配慮した学校
づくりをおこなう。 

① 工事実施校数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 １校

実 績 値 １校

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

生徒が学校生活を送りやす
い環境、さらには保護者が安
心できる教育環境をつくる。

②  目標年度 
目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①学校の状況把握 学校の要望を聞き取り、教育委員と教委職員による学校訪問を実施し、更新工事
の必要箇所の把握。 

②更新工事 指名競争入札により業者を決定し、更新工事を実施。 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

生徒が義務教育を受けるための学校施設を町が維持管理し
ていくことは必要不可欠である。生徒の健康面を考えると本
工事は必要である。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

当該事業を実施することにより、教育環境の整備が図られて
いる。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 建設水道課と協議し、既設の暖房機の内、使用可能なものは

利用するなど必要最小限の更新をおこなった。 

指名競争入札により業者を決定した。 

 

■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
生徒が義務教育を受けるための環境づくり、保
護者が安心して子どもを学校に通学させられ
る環境づくりをおこなう本事業は計画どおり
に進めていくことが必要である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

終  了   
   

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－１７    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 雄武中学校生徒用トイレ便器改修工事 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 学校環境整備として学校からの要望を踏まえて和式便器の洋式化をおこなった。

事業の位置付け 

第５期総合計画 □登載事業     ■非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 －千円 １，５１６千円 －千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

－千円 １，５１６千円 －千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 生徒 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

建設年度が古いため、年数が
経つにつれ、時代にあった改
修の必要箇所も増えてくる。

改修工事実施箇所数 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

生徒が利用のしやすい学校
づくりをおこなう。 

① 洋式化箇所数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 ７箇所

実 績 値 ７箇所

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

生徒が学校生活を送りやす
い環境、さらには保護者が安
心できる教育環境をつくる。

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①学校の状況把握 学校の要望を聞き取り、教育委員と教委職員による学校訪問を実施し、改修工事
の必要箇所の把握。 

②更新工事 指名競争入札により業者を決定し、改修工事を実施。 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

生徒が義務教育を受けるための学校施設を町が維持管理し
ていくことは必要不可欠である。生徒が学校生活を送りやす
い環境、さらには保護者が安心できる教育環境をつくるため
に本工事は必要である。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

当該事業を実施することにより、教育環境の整備が図られて
いる。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 指名競争入札により業者を決定した。 

 ■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
生徒が義務教育を受けるための環境づくり、保
護者が安心して子どもを学校に通学させられ
る環境づくりをおこなう本事業は計画どおり
に進めていくことが必要である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

終  了   
   

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－１８    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 雄武中学校間仕切撤去工事 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
生徒数の減少から空き教室が発生していたことから、有効利用を図ることを目的
に２教室間の仕切の撤去をおこなった。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 □登載事業     ■非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 －千円 ５６７千円 －千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

－千円 ５６７千円 －千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 生徒 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

建設年度が古いため、年数が
経つにつれ、時代にあった改
修の必要箇所も増えてくる。

 改修箇所 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

空き教室の有効活用により、
多目的に利用が可能な教室
を設置する。 

① 改修箇所数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 １箇所

実 績 値 １箇所

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

活動の範囲が拡大すること
によって学校運営の活性化
が図られる。 

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①学校の状況把握 学校の要望を聞き取り、教育委員と教委職員による学校訪問を実施し、改修工事
の必要箇所の把握。 

②更新工事 指名競争入札により業者を決定し、改修工事を実施。 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

生徒数の減少から発生する空教室について、各学校が有効に
活用し、学校運営の活性化が図られることから必要な事業で
ある。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

当該事業を実施することにより、空き教室が多目的にかつ有
効に活用され、学校運営の活性化にもつながっている。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 指名競争入札により業者を決定した。 

 ■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
生徒の減少による空き教室の有効活用は全国
的にも課題となっている。国庫補助を利用し建
設された学校施設を有効に利用する本事業は
計画どおり進めることが適当である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

終  了   
   

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－１９    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 中学校教師用指導書購入事業 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 
教員の指導力向上による教育内容の充実を目的として教員が使用する指導書に
ついて購入し学校へ支給した。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 1 小中学校の教育内容の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ３８２千円 １２９千円 ０千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

３８２千円 １２９千円 ０千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 生徒、教職員 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

指導書は学校の備品的な扱いとし

後任の担任に引き継ぐよう指導し

ているが、使用頻度等によっては破

損等もあり随時購入が必要となる。

指導書を備える中学校数 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

担任（教科担任）等が使用す
る指導書の購入及び支給。 

② 町立中学校数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 １校

実 績 値 １校

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

教員の指導力向上による教
育内容の充実。 

②  目標年度 
目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①購入希望調査の実
施 

予算策定段階において購入希望をとり、不足の状況や既存指導書の状況を確認の
上、必要部数をとりまとめた。 

②指導書の購入・支 
 給 

教科書取扱店を通じて購入し、各学校へ支給した。 

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

教職員が生徒に対してわかりやすい授業を展開していく上
で必要である。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 学校においては指導書が不足することも無く、授業内容の充

実が図られるとともに、教職員の指導力向上にも役立ってい
る。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効率的 

判断の理由 必要最小限冊数の購入に努めており、また備品的な扱いであ

るため、丁重に利用するよう指導にも努めている。 ■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
教員の指導力の向上、さらにはわかりやすい授
業を展開することによって、生徒の学習意欲も
向上することから、本事業は計画どおり進める
ことが適当である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
教員の指導力の向上、生徒にわかりやすい授業
を展開するためには継続は必要である。指導書
の購入にあたっては例年希望を取りまとめて
購入しているところであるが、教科書改訂時に
は多くの購入が必要となるが、第５期総合計画
（前期）を基本に事務を進めていきたい。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号 １０－２０    

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 生徒教育振興事業負担金 

評  価  者 

担当課・係名  教育委員会 管理課 学校教育係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 安田伸雄 氏名 新谷朋人 

事 業 の 概 要 中学校の部活動における中体連等の生徒・引率教員に係る参加経費を負担した。

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 3 のびやか雄武～教育・文化の振興～ 

基 本 政 策 12 学校教育の充実 

単 位 施 策 2 小中学校の教育環境の充実 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 １，６３１千円 ２，０８６千円 １，７００千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

１，６３１千円 ２，０８６千円 １，７００千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 生徒、保護者 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

部員数の増加等によって経費が増

加傾向にあることから、経費節減に

向けた努力が必要である。 

 よりよい学校づくりを行う対象学校数 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

本事業によって保護者負担の軽

減を図る。部活動を通じて仲間

意識を養うとともに生徒の健康

保持、増進を図る。 

① 中学校数 
 
 

目標年度 １９年度
目 標 値 １校

実 績 値 １校

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

仲間意識が養われ、生徒が充実した

学校生活を送ることによって、より

良い学校づくりにつながり、さらに

は学習意欲の向上にもつながる。 

②  目標年度 

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

① 大会参加に係る
負担金の申請 

中学校より実施要項並びに負担費用の内訳を付した申請書の提出があり、参加費
補助要項（内規）に基づき内容を審査し、適当であれば資金前渡により負担金を
支出。 

② 報告書の提出と
精算 

大会終了後、領収書を添付した報告書を提出願い、支出状況を確認の上精算。 

③ 全道大会等出場
経費の支出 

地区大会の結果、全道大会等へ出場することとなった生徒・引率教員に対しても
①・②同様に負担金を支出。 

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

義務教育下における活動であり、保護者の負担軽減を図ると
ともに、部活動を通じて仲間意識を養い、かつ生徒の健康保持、

増進を図る上では必要である。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

仲間意識が強まり、生徒が充実した学校生活を送ることによ
って、より良い学校づくりにつながっている。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

概ね効率的 

判断の理由 参加費補助要項（内規）に基づき参加経費を支出しているが、

担当教員の経費節減に向けた意識統一により、さらに事業費

を抑制することが可能と思われる。 
■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
義務教育下における活動であり、保護者の負担
軽減を図るとともに、部活動を通じて仲間意識

を強め、かつ生徒の健康保持、増進を図る上で本事
業は計画どおり進めることが適当である。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
参加費補助要項（内規）を定め参加経費を支出

しているが、地区大会の開催箇所や部員数によ

って参加負担金は増減するため、適正な経費算

出と経費節減を念頭におきながら、当面は現状

維持が適当と判断する。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
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